
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

日本労働組合総連合会は、採用選考における就職差

別の実態を把握するための調査を実施しました（※）。

その結果、「採用試験の面接で、不適切だと思う質問

や発言をされた」と回答した人が 19.5％（例えば「女

性だからどうせ辞める」など）、「本籍地や出生地に

関すること」を質問されたと回答した人が 28.3％に上

るなどの実態がわかりました。 

厚生労働省は、事業主に対して求職者の基本的人権

を尊重した差別のない公正な採用選考実施に向けて

の基本的な考え方や取組みについて案内しています。 

 

◆採用選考の基本的な考え方 

応募者の基本的人権を尊重すること、応募者の適

性・能力に基づいて行うことを基本的な考え方として

実施することが重要。 

 

◆公正な採用選考を行うために配慮すべき事項 

応募者の適性と能力に関係がない事項を応募用紙

等に記載させたり面接で尋ねたりすることは、就職差

別につながるおそれがある。 

ａ．本人に責任のない事項の把握……本籍・出生地に

関すること（注：「戸籍謄(抄)本」や本籍が記載さ

れた「住民票(写し)」を提出させることはこれに該

当）、家族に関すること など 

ｂ．本来自由であるべき事項の把握……支持政党、人

生観、尊敬する人物、購読新聞・愛読書などに関す

ること 

ｃ．採用選考の方法……身元調査などの実施（「現住

所の略図」は生活環境などの把握や身元調査につな

がる可能性がある）、合理的・客観的に必要性が認

められない採用選考時の健康診断の実施 

 

◆『応募用紙』について 

新規中卒者は「職業相談票（乙）」、新規高卒者は

「全国高等学校統一応募書類）を用いることとされて

おり、厚生労働省のＨＰに様式が掲載されています。

また、新規大卒者やその他の求職者についても様式例

が公表されていますが、事業主が独自に応募用紙やエ

ントリーシートの項目・様式を設定する場合は、適性

と能力に関係のない事項を含めないよう留意が必要

としています。 

 
【日本労働組合総連合会「就職差別に関する調査 2023」】 

https://www.jtuc-

rengo.or.jp/info/chousa/data/20230531.pdf?9528 

 

 

 
 
総務省の統計では、2022 年 12 月時点で、日本の 15

～64 歳人口は前年同月比 0.28％減、人数にすると 20

万 8,000 人も減っています。また、これから働く年齢

になる 15 歳未満人口は同 29 万 3,000 人も減少して

います。総人口の推移を見ると、2019 年以降加速度的

に減少しており、2023 年５月時点の概算では、総人口

は前年同月比 57 万人減となっています。 

 

◆人手が不足していない企業がしていること 

新型コロナの５類移行を受け、多くの企業で人手不

足感が高まるなか、不足していないという企業もあり

ます。帝国データバンクのアンケート調査の結果によ

ると、「人手が不足していない要因」（複数回答）とし
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て、主に次のような施策を挙げた企業が多くありまし

た。 

（１）賃金や賞与の引上げ（51.7％） 

（２）働きやすい職場環境づくり（35.0％） 

（３）定年延長やシニアの再雇用（31.2％） 

（４）福利厚生の充実（26.6％） 

（５）公平で公正な人事評価（22.0％） 

（２）の「働きやすい職場環境」とは清潔保持や休憩

スペース、社内相談窓口の設置などです。また、（４）

と（５）は、労働者が自身の成長を感じられたり、安

心できる職場にあるという施策です。 

 

◆賃上げの必要性 

世界的な物価高騰を受け実質賃金が低下するなか、

賃金や賞与の引上げに取り組めない企業（あるいは取

り組む姿勢を見せていない企業）では、従業員満足度

や安心感が低下して優秀な人材が流出し、企業の競争

力低下から新規採用もおぼつかなくなる、運よく採用

できたとしても人を育てる余裕がなく早期離職……、

というような悪循環に陥ります。 

「人は石垣、人は城」という古語にもある通り、会

社を支える一番の力は、信頼できる人の力です。会社

を信頼してくれる従業員が１人でも多く育つよう、会

社は自らの進む先を示しつつ率先して変わるべきで

しょう。 

 
【帝国データバンク「企業における人材確保・人手不足

の要因に関するアンケート」】 

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p2305

06.pdf 

 
 

 
 

10 日 

○ 健保・厚年の報酬月額算定基礎届の提出期限［年

金事務所または健保組合］＜７月１日現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額の納付＜１月～６月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出［公共職業安

定所］＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

○ 労働保険の今年度の概算保険料の申告と昨年度分

の確定保険料の申告書の 

提出期限＜年度更新＞［労働基準監督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納第１期分＞［郵便局また

は銀行］ 

 

18 日 

○ 所得税予定納税額の減額承認申請＜６月 30 日の

現況＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況報告書の提出［公共職業

安定所］ 

 

31 日 

○ 所得税予定納税額の納付＜第１期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出［労働基準監督署］＜休

業４日未満、４月～６月分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安

定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 2 期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 

 

 

 
 

７月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


